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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成24年６月25日に提出いたしました第49期(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)有価証券報告書

の付随ファイルのリンクが外れ、EDINET上一部閲覧できない箇所が生じましたので有価証券報告書の訂正報告書

を提出するものであります。

 

２ 【訂正事項】

第一部  企業情報

第５  経理の状況

１  連結財務諸表等

(1) 連結財務諸表  注記事項

(リース取引関係)

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

(ストック・オプション等関係)

(税効果会計関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

(セグメント情報等)

(関連当事者情報)

(１株当たり情報)

(重要な後発事象)
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３ 【訂正箇所】

第一部 【企業情報】

第５ 【経理の状況】

１ 【連結財務諸表等】

【注記事項】

(リース取引関係)

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主として店舗設備、ＰＯＳシステム等であります。

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、リース会計基準の改正適用初年度開始前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

    （単位：百万円）

　 前連結会計年度（平成23年３月31日）

　 取得価額相当額
減価償却累計額　相
当額

減損損失累計額　相
当額

期末残高相当額

建物及び構築物 869 347 － 522

有形固定資産「その他」 1,414 918 17 477

無形固定資産「その他」 36 23 － 13

合計 2,319 1,289 17 1,012

     （単位：百万円）

　 当連結会計年度（平成24年３月31日）

　 取得価額相当額
減価償却累計額　相
当額

減損損失累計額　相
当額

期末残高相当額

建物及び構築物 869 432 － 437

有形固定資産「その他」 989 820 10 158

無形固定資産「その他」 36 30 － 5

合計 1,895 1,283 10 601

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

  （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

未経過リース料期末残高相当額 　 　
１年内 339 237

１年超 660 411

合計 1,000 649
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  （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

リース資産減損勘定の残高 10 4

　
(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

  （単位：百万円）

　 前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 385 340

リース資産減損勘定の取崩額 7 6

減価償却費相当額 299 310

支払利息相当額 30 19

減損損失 10 －

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によってお

ります。
 

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  （単位：百万円）

　 前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

１年内 480 398

１年超 2,241 1,715

合計 2,722 2,113

 

 

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入等)を調達しております。一時的な余資は安全性

の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

 

②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

未収入金、敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが支払までの期間は短期となっております。

短期借入金、長期借入金(原則として５年以内)は事業投資計画に必要な資金の調達を目的としたものであります。ま

た、買掛金や借入金は、資金調達に係る流動性リスクに晒されております。

　

③金融商品に係るリスク管理体制

売掛金、未収入金、敷金及び保証金については、与信管理規定に従い、取引先ごとの期日及び残高管理をするとともに財

務状況等の悪化による貸倒懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券等については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先との関係を勘案し保有状況を

見直しております。

買掛金、借入金は、資金調達に係るリスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成する

などの方法により管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません((注)２．参照)。

 
前連結会計年度(平成23年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 19,094 19,094 ―

(2) 売掛金 7,143 7,143 ―

(3) 未収入金 8,196 8,196 ―

(4) 投資有価証券    

    その他有価証券 189 189 ―

(5) 敷金及び保証金 13,673 9,915 △3,757

  資産計 48,298 44,540 △3,757

(1) 買掛金 36,689 36,689 ―

(2) 短期借入金 3,387 3,387 ―

(3) 長期借入金 4,083 4,083 ―

  負債計 44,160 44,160 ―

 

当連結会計年度(平成24年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 23,455 23,455 ―

(2) 売掛金 6,527 6,527 ―

(3) 未収入金 9,386 9,386 ―

(4) 投資有価証券    

    その他有価証券 193 193 ―

(5) 敷金及び保証金 14,073 10,828 △3,244

  資産計 53,636 50,392 △3,244

(1) 買掛金 39,416 39,416 ―

(2) 短期借入金 3,709 3,709 ―

(3) 長期借入金 1,374 1,374 ―

  負債計 44,500 44,500 ―

 

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

  資産

  (1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 未収入金

      これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

  (4) 投資有価証券

      これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示され

た価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご

参照下さい。

  (5) 敷金及び保証金

      これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした

利率で割り引いて算定する方法によっております。
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   負債

  (1) 買掛金

      これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

  (2) 短期借入金、(3) 長期借入金

      これらは変動金利であり、金利が毎月更改されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  （単位：百万円）

　区分
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

非上場株式 369 369

      これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資有価証

券　その他有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 

前連結会計年度(平成23年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 15,617 ― ― ―

売掛金 7,143 ― ― ―

未収入金 8,196 ― ― ―

投資有価証券     

  その他有価証券のうち満期があるもの     

  　社債 ― 20 ― ―

敷金及び保証金 282 836 900 11,653

合計 31,240 856 900 11,653

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 19,444 ― ― ―

売掛金 6,527 ― ― ―

未収入金 9,386 ― ― ―

投資有価証券     

  その他有価証券のうち満期があるもの     

  　社債 ― 20 ― ―

敷金及び保証金 334 433 824 12,481

合計 35,692 453 824 12,481

 

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

    連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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 (有価証券関係)

１．その他有価証券

前連結会計年度(平成23年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 108 76 32

(2) 債券    

  ①  国債・地方債等 ― ― ―

  ②  社債 ― ― ―

  ③  その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 108 76 32

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 61 64 △3

(2) 債券    

  ①  国債・地方債等 ― ― ―

  ②  社債 19 19 △0

  ③  その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 81 84 △3

合計 189 160 29

(注)  非上場株式(連結貸借対照表計上額　５百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度(平成24年３月31日)

 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 112 76 35

(2) 債券    

  ①  国債・地方債等 ― ― ―

  ②  社債 ― ― ―

  ③  その他 ― ― 　―

(3) その他 ― 　― ―

小計 112 76 35

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 61 64 △2

(2) 債券    

  ①  国債・地方債等 ― ― ―

  ②  社債 19 19 △0

  ③  その他 ― ― 　―

(3) その他 ― ― ―

小計 81 84 △3

合計 193 161 32

(注)  非上場株式(連結貸借対照表計上額　5百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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 ２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

(1) 株式 24 2 0

(2) 債券    

  ①  国債・地方債等 ― ― ―

  ②  社債 ― ― ―

  ③  その他 ― ― 　―

(3) その他 ― ― ―

合計 24 2 0

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。　

 

３．減損を行った有価証券

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

有価証券について２百万円（その他有価証券の株式２百万円）減損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。　

 

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

 

次へ
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(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社グループは、確定給付型の制度として確定拠出年金制度及び退職一時金制度を採用しております。なお、従業員の退職等

に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

また、一部の連結子会社は、中小企業退職金共済制度及び特定退職共済制度に加入しております。

但し、当社及び当社の連結子会社である株式会社サンドラッグファーマシーズは、平成23年４月１日付で適格退職年金制度

を廃止し、確定拠出年金制度及び退職一時金制度へ移行しております。この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。なお、本移行により、特別利益（退職給付

制度終了益）として35百万円計上しております。
　
２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) 退職給付債務(百万円)  △1,882  △662  

(2) 年金資産(百万円)  1,234  ―  

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2)(百万円) △647   △662  

(4) 会計基準変更時差異の未処理額(百万円)  ―   ―  

(5) 未認識数理計算上の差異(百万円)  △7   62  

(6) 未認識過去勤務債務(債務の減額)(百万円) ―   ―  

(7) 連結貸借対照表計上額純額(百万円)
    (3)＋(4)＋(5)＋(6)

 △655   △599  

(8) 前払年金費用(百万円)  ―   ―  

(9) 退職給付引当金(7)－(8)(百万円)  △655   △599  

(注)  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
　
３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

(1) 勤務費用(百万円)  239   143  

(2) 利息費用(百万円)  32   6  

(3) 期待運用収益(減算)(百万円)  27   ―  

(4) 数理計算上の差異の費用処理額(百万円)  15   4  

(5) その他(百万円)  ―   151  

退職給付費用(百万円)  260   306  

(注) １. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

２．「(5)その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。
　
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1) 割引率(％)  2.0   1.0  

(2) 期待運用収益率(％)  2.0～2.5  ―  

(3) 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準   期間定額基準  

(4) 数理計算上の差異の処理年数(年)  ７～10    ７～10  
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 (ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産(流動)   

  未払事業税 346百万円 439百万円

  未払賞与 　677百万円 646百万円

  ポイント引当金 578百万円 697百万円

  たな卸資産 324百万円 375百万円

  連結子会社の繰越欠損金 306百万円 －百万円

  その他 179百万円 330百万円

計 　2,412百万円 2,490百万円

繰延税金負債(流動)   

  連結調整に伴う税効果 △186百万円 △93百万円

  その他 △0百万円 △0百万円

計 △186百万円 △93百万円

繰延税金資産(流動)の純額 2,226百万円 2,396百万円

　

繰延税金資産(固定)   

  減価償却超過額 355百万円 412百万円

  退職給付引当金 266百万円 214百万円

  役員退職慰労引当金 233百万円 100百万円

  資産調整勘定 277百万円 －百万円

  投資有価証券評価損 118百万円 89百万円

  資産除去債務 664百万円 659百万円

  その他 295百万円 340百万円

小計 2,211百万円 1,816百万円

  評価性引当額 △361百万円 △190百万円

計 1,849百万円 1,626百万円

繰延税金負債(固定)   

  その他有価証券評価差額金 △13百万円 △12百万円

　資産除去費用 △365百万円 △341百万円

  その他 △60百万円 △49百万円

計 △439百万円 △404百万円

繰延税金資産(固定)の純額 1,410百万円 1,221百万円
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 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 － 40.69%

(調整)     

交際費等永久に損金に算入されない項目 － 0.24%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 － △0.01%

住民税均等割等 － 1.29%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 1.50%

その他 － 0.27%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 － 43.98%

（注）前連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本大震災からの復興

のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当連結会

計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税

率は、従来の40.69％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.01％、平

成27年４月１日以降のものについては35.64％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が334百万円減少し、当連結会計年度に計上された法人

税等調整額(借方)が336百万円、その他有価証券評価差額金額が１百万円、それぞれ増加しております。

また、再評価に係る繰延税金負債は３百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。
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(企業結合等関係)

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

取得による企業結合

株式会社サンドラッグ東海の株式取得について

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結合後企業の名

称及び取得した議決権比率

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社サンドラッグ東海

事業の内容 ドラッグストア及び調剤薬局の経営

(2) 企業結合を行った主な理由

当社グループの更なる競争力強化を図るためであります。

(3) 企業結合日

平成23年10月１日

(4) 企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

企業結合の法的形式 株式取得

結合後企業の名称 株式会社サンドラッグ東海

(5) 取得した議決権比率

100％
　
２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成23年10月１日から平成24年３月31日まで
　
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

株式会社サンドラッグ東海の普通株式 70百万円

　
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

35百万円

(2) 発生原因

企業結合時の時価純資産が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3) 償却方法及び償却期間

２年間にわたる均等償却
　
５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,229百万円

固定資産 374百万円

資産合計 1,603百万円

流動負債 1,473百万円

固定負債 95百万円

負債合計 1,568百万円

　
６．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

売上高 967百万円

経常利益 35百万円

(概算額の算定方法及び重要な前提条件)

企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と取得企業の連結損益計算書に

おける売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から５年～30年と見積り、割引率は0.456％～2.292%を使用して資産除去債務の金額を計算しており

ます。
　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

期首残高(注) 1,477百万円 1,632百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 139百万円 213百万円

時の経過による調整額 32百万円 36百万円

資産除去債務の履行による減少額 △16百万円 △27百万円

期末残高 1,632百万円 1,855百万円

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用したことに

よる残高であります。

 

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループの主たる事業は、主に医薬品、化粧品、日用雑貨を販売目的とするドラッグストア事業と、主に食料品、家庭

雑貨等を販売目的とするディスカウントストア事業で区分され、各々包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、販売形態のセグメントで構成されており、事業活動の内容及び経営環境に関して適切な情報を

提供するため、ドラッグストア事業とディスカウントストア事業の２つを報告セグメントとしております。

２. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高

は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２ドラッグストア

事業
ディスカウント
ストア事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 264,708 95,946 360,655 － 360,655

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

13,391 192 13,584 △13,584 －

計 278,100 96,139 374,240△13,584 360,655

セグメント利益 16,973 2,255 19,228 4 19,232

セグメント資産 127,037 32,507 159,545△19,535 140,009

その他の項目      

  減価償却費　　　　(注)３ 2,970 675 3,645 － 3,645

　のれんの償却額 178 367 546 － 546

  有形固定資産及び　(注)４
  無形固定資産の増加額

3,225 2,584 5,809 － 5,809

　（注）１．調整額は以下のとおりであります。

　（1）セグメント利益の調整額は、全額セグメント間取引消去によるものであります。

　　　　（2）セグメント資産の調整額は、全額セグメント間相殺消去によるものであります。

　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。

　４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用の増加額が含まれております。

 

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２ドラッグストア

事業
ディスカウント
ストア事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 281,053 105,783 386,836 － 386,836

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

19,044 33 19,078 △19,078 －

計 300,097 105,816 405,914△19,078 386,836

セグメント利益 19,417 2,846 22,263 0 22,263

セグメント資産 137,162 35,807 172,970△19,546 153,423

その他の項目      

  減価償却費　　　　(注)３ 3,198 1,177 4,376 － 4,376

　のれんの償却額 171 367 538 － 538

  有形固定資産及び　(注)４
  無形固定資産の増加額

3,535 4,200 7,736 － 7,736

　（注）１．調整額は以下のとおりであります。

　（1）セグメント利益の調整額は、全額セグメント間取引消去によるものであります。

　　　　（2）セグメント資産の調整額は、全額セグメント間相殺消去によるものであります。

　２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　３．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれております。

　４．有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用の増加額が含まれております。
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 【関連情報】

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

減損損失 126 57 183 ― 183

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

減損損失 65 20 86 ― 86

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

当期末残高 386 1,376 1,762 ― 1,762

(注)　のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

全社・消去 合計
ドラッグストア事業 ディスカウントストア事業 計

当期末残高 224 1,009 1,233 ― 1,233

(注)　のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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 【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

フォレスト

東京都

八王子市
94
不動産賃貸

業

(被所有)

42.0  ※

不動産取引

店舗賃貸借契

約
206

前払費用

　　
18

役員の兼任
敷金及び

保証金
241

(注) １．「取引金額」及び「期末残高」は消費税抜きの金額であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

    不動産賃貸借料については、市場価格を参考にして決定しております。

　※．被所有者割合については、㈱フォレスト(0.0％)と同社の親会社である㈱イリュウ商事(42.0％)との合計所有割合を

記載しております。

 

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員が議決

権の過半数

を所有して

いる会社

株式会社

フォレスト

東京都

八王子市
94
不動産賃貸

業

(被所有)

42.0  ※

不動産取引
店舗賃貸借契

約
223

前払費用

　　
18

役員の兼任
敷金及び

保証金
241

商品取引 商品の売上 17売掛金 1

(注) １．「取引金額」及び「期末残高」は消費税抜きの金額であります。

２．取引条件及び取引条件の決定方法

    不動産賃貸借料及び商品の売上については、市場価格を参考にして決定しております。

　※．被所有者割合については、㈱フォレスト(0.0％)と同社の親会社である㈱イリュウ商事(42.0％)との合計所有割合を

記載しております。

　

(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 1,241.48円 1,405.21円

１株当たり当期純利益金額 172.49円 199.62円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当期純利益(百万円) 10,871 12,580

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 10,871 12,580

期中平均株式数(株) 63,023,609 63,023,377

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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